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令和５年改正法による改正後の介護保険法の規定

 令和５年改正法により、居宅介護支援事業所が介護予防支援（要支援者のケアプラン
作成等）の事業所指定を受けることが可能に（R6.4.1施行）。

◎介護保険法（平成９年法律第123号） ※R6.４．１～

（介護予防サービス計画費の支給）
第五十八条 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村（住所地特例適用居宅要支援被保険
者に係る介護予防支援にあっては、施設所在市町村）の長が指定する者（以下「指定介護予防支
援事業者」という。）から当該指定に係る介護予防支援事業を行う事業所により行われる介護
予防支援（以下「指定介護予防支援」という。）を受けたときは、当該居宅要支援被保険者に対し、
当該指定介護予防支援に要した費用について、介護予防サービス計画費を支給する。

（指定介護予防支援事業者の指定）
第百十五条の二十二 第五十八条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、第百十
五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターの設置者又は指定居宅介護支援事業者
の申請により、介護予防支援事業を行う事業所（以下この節において「事業所」という。）ごとに
行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者（当該市町村
が行う介護保険の住所地特例適用居宅要支援被保険者を除き、当該市町村の区域内に所在す
る住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用居宅要支援被保険者を含む。）に対
する介護予防サービス計画費及び特例介護予防サービス計画費の支給について、その効力を
有する。

改正により追加



2

法改正の背景 （地方分権提案）

 居宅介護支援事業所への業務分担を促したい一部の自治体からの提案がきっかけ。

 厚労省は当初、地域包括支援センターが本来の役割を果たせなくなることを懸念。

◎求める措置の具体的内容（提案団体：さいたま市他）

居宅要支援者に対し介護予防サービス計画を作成する介護予防支援については、その指定を受けることが
できる事業者が地域包括支援センターに限られている。近年の要支援者の急増に伴い、地域包括支援セン
ターの業務量を圧迫しているため、他のサービスと同様に広く民間法人の参入が可能となる措置を求める。

◎具体的な支障事例

現行制度においても、指定介護予防支援事業者はその業務の一部を指定居宅介護支援事業者に委託する
ことができるとされている。しかし、①委託に関する事務負担が追加されること、②介護報酬の範囲内で委
託料を支払うため収入が低いことなどから、委託者及び受託者双方に負担が存在する。この結果、指定介護
予防支援事業者から見れば、受託先の指定居宅介護支援事業者が見つからない状況が起こっている。

◎厚労省１次回答

地域包括支援センターは、包括的支援事業（高齢者等からの相談に幅広く対応する総合相談支援業務、高齢
者虐待等への対応を行う権利擁護業務、介護支援専門員への支援や指導を行う包括的・継続的ケアマネジ
メント支援業務）と要支援者等に対する介護予防支援・介護予防ケアマジメントとを総合的に行うことによ
り、地域の関係者とのネットワークのもと地域の高齢者等の生活を包括的に支援する機関である。こうした
取組を通じて、市町村と一体となって、地域課題の把握やその対応策の検討等を行うことが期待されてい
る。要支援者等の軽度者に対するケアマネジメントについては、要支援者に対する介護予防支援と要支援と
なる前段階の者を含めた高齢者への介護予防ケアマネジメントを地域包括支援センターが一体的に行い、
介護予防給付のサービスや市町村が実施する地域支援事業につなげ、地域とのつながりを維持しながら、
要支援者等の有する能力に応じた柔軟な支援をするほか、地域課題の把握等を行うことが重要である。
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厚労省・社保審 介護保険部会

第109回(R5.12.7） 資料3-1（一部抜粋）

介護予防支援の指定対象の拡大（改正の概要）
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生駒市における介護予防支援に係る状況

 生駒市の場合、介護予防支援全体の約９割を地域包括支援センターが自ら対応して
おり、居宅介護支援事業所への委託割合は低い。

 要支援者に係るケアプランの作成についての居宅介護支援事業所の習熟度合や、「地
域包括支援センターの一定の関与」を要することを踏まえた事務負担の増加等も考
慮して、生駒市において最適な形での運用を検討することが必要。

515

（13%）

3578

（87%）

介護予防支援のケアプランの作成主体別件数（R４年度）

委託（居宅介護支援事業所） 地域包括支援センター



5

事業者の指定に係る条例の制定について

 介護保険法上、市町村は条例により、指定する者の範囲を定めることができる。

◎介護保険法（平成９年法律第123号） ※R6.４．１～

（指定介護予防支援事業者の指定）
第百十五条の二十二 第五十八条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、第百十五条の四十
六第一項に規定する地域包括支援センターの設置者又は指定居宅介護支援事業者の申請により、介護予
防支援事業を行う事業所（以下この節において「事業所」という。）ごとに行い、当該指定をする市町村長が
その長である市町村が行う介護保険の被保険者（当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用居宅要支
援被保険者を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例
適用居宅要支援被保険者を含む。）に対する介護予防サービス計画費及び特例介護予防サービス計画費の
支給について、その効力を有する。
２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、第五十八条第一
項の指定をしてはならない。
一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
二～九 （略）
３ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとする。
４ （略）

◎介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）

（法第百十五条の二十二第三項の厚生労働省令で定める基準）
第百四十条の三十四の二 法第百十五条の二十二第三項の厚生労働省令で定める基準は、法人であること
とする。
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（参考） 居宅介護支援事業所が介護予防支援の指定を受ける場合の報酬・基準

＜運営基準＞

ア 指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援の指定を受ける場合の人員配置
指定居宅介護支援事業者が指定を受けて指定介護予防支援を行う場合の人員に関する基準については、
次のとおりとする。
・ 事業所ごとに１以上の員数の介護支援専門員を置かなければならないこと。
・ 常勤かつ主任介護支援専門員である管理者を置かなければならないこと。（ただし、主任介護支援専門
員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支援専門員を管理者と
することができる。）
・ 管理者は、同一の事業所の他の職務に従事する場合や、管理上支障がない範囲で他の事業所の職務に
従事する場合を除き、専らその職務に従事する者でなければならないこと。

イ 市町村に対する情報提供
市町村において管内の要支援者の状況を適切に把握する観点から、指定居宅介護支援事業者が指定介
護予防支援の指定を受けて介護予防支援を行うに当たって、市町村から情報提供の求めがあった場合
は、介護予防サービス計画の実施状況等を市町村に情報提供することとする。

ウ その他、指定居宅介護支援事業者が指定を受けて指定介護予防支援を行うに当たって、所要の規定の
整備を行う。

＜報酬＞
介護予防支援費（Ⅰ） 442単位 ・・・地域包括支援センター
介護予防支援費（Ⅱ） 472単位（新設）※ ・・・指定居宅介護支援事業者

※市町村長に対し、介護予防サービス計画の実施状況等に関して情報提供することを運営基準上義務付
けることに伴う手間やコストについて評価。

一定の場合
兼務可能

包括の３職種
要件はなし

居宅介護支援
事業者の義務


